
　社会資本総合整備計画 社会資本整備総合交付金             令和03年09月29日

計画の名称 松山市立地適正化推進計画（スマートシティの推進・公共交通ネットワーク再構築）

計画の期間   令和０２年度 ～   令和０６年度 (5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 松山市

計画の目標 『スマートシティ』の実現に向け、松山市立地適正化計画に基づき、既存ストックを最大限に活用した都市交通拠点の機能強化やバリアフリー化整備によって公共交通機関の利用促進および公共交通沿線居住の推進を図り、少子高齢化社会の

到来に備えた戦略的なコンパクトシティの形成をささえる公共交通ネットワークの構築を目指す。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               2,524  Ａ               2,507  Ｂ                   0  Ｃ                  17  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）      0.67 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

(R2当初) (R4末) (R6末)

   1 中心市街地における主要路線の歩行者交通量増加

中心市街地における主要路線の歩行者交通量（人／平日12時間）の変化を把握する。 11810人 11960人 12060人

歩行者交通量調査のデータ（二番町通り、千舟町通り、三番町通り、中之川通り、花園町通り）

   2 中心市街地における主要路線の自転車交通量増加

中心市街地における主要路線の自転車交通量（台／平日12時間）の変化を把握する。 7760台 7910台 8010台

自転車交通量調査のデータ（二番町通り、千舟町通り、三番町通り、中之川通り、花園町通り）

   3 路面電車の乗降客数増加

路面電車の乗降客数（人）を計測することによって路面電車利用人口を把握する。 39600人 40000人 40200人

路面電車電停の総乗降客数（人／日）

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

1 案件番号： 0000342397



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業 A13-001 都市交通 一般 松山市 直接 松山市 － － 歩いて楽しい健康増進ま

ちづくり事業

市駅前空間の整備 松山市  ■  ■  ■  ■  ■       2,481 1.2 －

A13-002 都市交通 一般 松山市 間接 交通事業者

等

－ － 交通施設整備事業 電停　N=１箇所 松山市  ■          26 －

 小計       2,507

合計       2,507

1 案件番号： 0000342397



C 効果促進事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R02 R03 R04 R05 R06 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業 C13-001 都市交通 一般 松山市 間接 交通事業者

等

－ － 公共交通体験環境学習 小学校での実演経費 松山市  ■  ■  ■  ■  ■           5 －

都市交通（A13-001）の整備と連動し、公共交通の利用体験を通じた環境への意識醸成を行うことで、ハード・ソフトの両面から公共交通利用促進に向けた環境づくりが可能となる。

C13-002 都市交通 一般 松山市 直接 松山市 － － 整備効果評価事業 整備効果資料作成 松山市  ■  ■  ■  ■          12 －

本計画で行った事業によってもたらされた整備効果を分析することで、今後の事業実施に役立てることができる。

 小計          17

合計          17

1 案件番号： 0000342397



R2 R3 R4 R5 R6

33 11 0 0 0

0 0 0 0 0

33 11 0 0 0

0 31 6 0 0

2 36 6 0 0

31 6 0 0 0

うち未契約繰越額（g） 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

未契約繰越率＋不用率が10%を超えている場合その理由

交付額（c=a+b）

前年度からの繰越額（d）

支払済額（e）

翌年度繰越額（f）

不用額（h=c+d-e-f）

未契約繰越率＋不用率（i=(g+h)/(c+d)）%

計画別流用増減額（b）

配分額（a）

社会資本整備総合交付金の執行状況

【３章】松山市立地適正化推進計画（スマートシティの推進・公共交通ネットワーク再構築） （単位：百万円）



事前評価チェックシート
 計画の名称： 松山市立地適正化推進計画（スマートシティの推進・公共交通ネットワーク再構築）

事　　前　　評　　価 チェック欄

I． 目標の妥当性
①基本方針・上位計画等との適合等　１）基本方針と適合している。 〇

I． 目標の妥当性
①基本方針・上位計画等との適合等　２）上位計画等と整合性が確保されている。 〇

I． 目標の妥当性
②地域の課題への対応　１）地域の課題解消に資する計画の目標が設定されている。 〇

I． 目標の妥当性
②地域の課題への対応　２）社会基盤整備と地域の活力創出の関係がが妥当である。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　３）指標・数値目標が市民にとって分かりやすいものとなっている。 〇

II． 計画の効果・効率性
③目標と事業内容の整合性等　４）基幹事業と関連事業が一体となり目標を達成するものとなっている。 〇

II． 計画の効果・効率性
④事業の効果　１）十分な事業効果が確認されている。 〇

II． 計画の効果・効率性
④事業の効果　２）他の事業との連携等による相乗効果・波及効果が得られるものとなっている。 〇

III．計画の実現可能性
⑤地域住民の理解　１）事業実施に向けた地域の機運は十分である。 〇

III．計画の実現可能性
⑤地域住民の理解　２）地元住民等の地域が要望する事業との調整が図られている。 〇

III．計画の実現可能性
⑥円滑な事業執行の環境　１）事業実施のための環境整備が図られている。 〇

III．計画の実現可能性
⑥円滑な事業執行の環境　２）交付期間中の計画管理（モニタリング）を実施する予定である。 〇

1  案件番号：0000342397



計画の名称 松山市立地適正化推進計画（スマートシティの推進・公共交通ネットワーク再構築）

計画の期間 令和2年度　～　令和6年度　（5年間） 交付対象 　　　松山市
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C13-001 公共交通体験環境学習

C13-002 整備効果評価事業
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